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「北海道小規模企業振興条例・方策」の検討について 

 経済部地域経済局中小企業課 

 

施行から 10年を経過した北海道小規模企業振興条例・方策について、北海道商工

業振興審議会に「北海道小規模企業振興条例・方策検討部会」を設置し、見直し等

について検討いただく。 

 

１ 概要 

道内企業の８割以上を占め、地域の経済及び雇用を支える重要な担い手である小規模企業

の振興を図るため、平成 28年４月１日に施行（令和４年４月１日に一部改正）された「北海

道小規模企業振興条例」について、施行から 10年を経過したことから、現在の小規模企業の

状況や社会経済情勢の変化等を勘案し、本条例の施行状況等について検討を加え、その結果

に基づいて見直し等必要な措置を講ずる。 

併せて、令和４年４月に策定し、概ね５カ年を推進期間とする「新たな北海道小規模企業振興

方策」について、次期方策を検討する。（現方策の推進期間：令和４年度から５カ年程度） 

 

北海道小規模企業振興条例（令和４年３月 31日北海道条例第 15号） 

附 則 

２  知事は、この条例の施行の日から起算して５年を経過するごとに、社会経済情勢の変化等を

勘案し、この条例の施行の状況等について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ず

るものとする。 

（小規模企業振興方策） 

第 17 条 道は、小規模企業の振興を図るための具体的な方策（以下この条において「小規模企

業振興方策」という。）を策定するものとする。 

２ 道は、小規模企業振興方策を策定したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

２ 条例・方策の性格 

（１）北海道小規模企業振興条例 

➢ 小規模企業の振興に関する基本理念を定めるもの。 

➢ 道の責務並びに小規模企業者、小規模企業関連団体、金融機関、大学等及び小規模企

業者以外の事業者の役割等を明らかにするもの。 

➢ 道の施策の基本となる事項を定めるもの。 

➢ 以上により、小規模企業の振興に関する施策を総合的に推進し、もって地域経済の活

性化及び地域社会の持続的な発展に資するもの。 

（２）北海道小規模企業振興方策 

道が条例に基づき、小規模企業の振興を図るために行う取組や関係機関との連携につい

て取りまとめたもの。 
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３ 検討の視点について 

道は次の視点を基本として、条例及び方策の検討を行う。 

（１）条例、方策の検討の視点 

① 北海道小規模企業振興条例 

    小規模企業の現状や社会経済情勢の変化などを考慮した場合、 

➢ 基本理念を見直す必要はあるか。 

➢ 関係機関の役割を見直す必要があるか。 

➢ 道の施策の基本となる事項は見直す必要があるか。 

② 北海道小規模企業振興方策 

    小規模企業の現状や社会経済情勢の変化などを考慮した場合、 

➢ 現方策で掲げている小規模企業が抱える課題や、課題に対応するための展開方向や

取組は適切なものとなっているか。 

➢ 小規模企業の新たな課題に対応するため、見直しや追加をするべき取組はないか。 

➢ 施策等を効果的に進めるため、道や関係機関はどのように連携して取り組んでいく

べきか。 

➢ 設定したＫＰＩは適当か。また、今後５カ年分をどう設定すべきか。 

 

（２）主な社会経済情勢の変化 

⚫ 新型コロナウイルス感染症の５類への移行、中東情勢、大幅な物価高、金利のある世界、

米国による関税措置などの通商環境の変化。 

⚫ 原材料費やエネルギー価格、物流コストの上昇。 

⚫ 生産年齢人口の継続的な減少。 

⚫ 省力化やデジタル化、ＡＩの活用を通じた生産性向上投資の必要性の高まり。 

⚫ 賃上げに向けた機運の高まり。 

⚫ インバウンドを中心とした観光需要の回復。 

⚫ 国内最大の食料供給地域である本道の役割の高まり。 

⚫ 北海道・札幌「ＧＸ金融・資産運用特区」が国家戦略特別区域として指定。 

⚫ 次世代半導体プロジェクト、ＡＩデータセンターの立地、松前沖と檜山沖の洋上風力発

電の促進区域指定などのＧＸやＡＩ-ＤＸ産業の集積への動きが進展。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審議会に部会を設置し、条例の見直し、次期方策について検討いただく 
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４ 部会での検討・対応 

（１）北海道小規模企業振興条例の改正の有無、内容について 

小規模企業の現状や社会経済情勢の変化等を勘案し、条例の改正の必要性や改正内容の検討

を行う。 

検討結果については商工審に報告し、改正が必要な場合は、道がパブリックコメントや

議会への条例提案などを経て改正する。 

（２）北海道小規模企業振興方策について 

小規模企業の現状や社会経済情勢の変化等を勘案し、次期方策のあり方について検討を行う。 

検討結果については商工審に報告し、これをもとに道は、議会議論を経て策定する。 

 

５ 検討及び道の改正･策定スケジュール（想定） 

日 程 内 容 備 考 

Ｒ８．６月 第１回 北海道商工業振興審議会 部会設置 

Ｒ８．７～10月 

第１回 条例・方策検討部会  

第２回 条例・方策検討部会  

第３回 条例・方策検討部会  

Ｒ８．11～12月 パブリックコメント 素案の内容に応じて実施有無を判断 

Ｒ９．１月 第２回 北海道商工業振興審議会  

Ｒ９．２～３月 令和９年第１回定例道議会 改正条例案提案・次期方策案報告 

Ｒ９．４．１～ 改正条例・新たな方策の施行  

 

６ 部会委員候補（選定根拠） 

（１）小規模企業者（条例第５条） 

（２）小規模企業関係団体（条例第６条） 

（３）金融機関（条例第７条） 

（４）大学等（条例第８条・・・学識経験者） 

（５）小規模企業者以外の事業者（条例第９条） 

（６）市町村（条例第 10条） 

※部会に属する委員及び特別委員は、北海道商工業振興審議会条例施行規則第５条第３項

の規定に基づき、会長が指名する。 

 
（参考） 
■中小企業・小規模企業の定義（中小企業基本法第２条第１項） 

業 種 

中小企業者 
（下記のいずれかを満たすこと） 

小規模企業者 

資本金の額 
又は出資の総額 

常時使用する 
従業員の数 

常時使用する 
従業員の数 

①製造業、建設業、運輸業 
 その他の業種（②～④を除く） 

３億円以下 300人以下 20人以下 

②卸売業 １億円以下 100人以下 5人以下 

③サービス業 5,000万円以下 100人以下 5人以下 

④小売業 5,000万円以下 50人以下 5人以下 
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